
京都市木材地産表示制度実施要綱 

 

制定 平成１９年１０月２６日 

改正 平成２８年 ４月 １日 

改正 令和 ５年 ４月 １日 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、京都市内産木材（以下「市内産木材」という。）の利用を促進し、京都市域

の林業・木材産業の振興と森林の経営管理の推進に資することを目的とし、木材の産地等及び

品質の表示を行う京都市木材地産表示制度（以下「表示制度」という。）の実施に必要な事項を

定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 京都市認証木材 次のいずれかに該当する製材品等をいう。 

ア 京都市内の森林で関係法令に違反することなく伐採し生産された原木丸太（以下「原木

丸太」という。）を生産事業体が加工し、次条に基づく表示を行い出荷した製材品 

イ 生産事業体が次条に基づく表示を行い出荷した地域団体商標「北山丸太」の表示基準に

適合する北山丸太及びその製材品 

⑵ 生産事業体 推進機関へ登録され、次条に基づく表示を行うことができる事業体をいう。 

⑶ 推進機関 第８条第２項に定める協定を締結し、この要綱に基づき表示制度を運用する機

関をいう。 

 

（表示） 

第３条 京都市認証木材の表示内容は、次のとおりとする。 

⑴ 産地等 

製材品等が「京都市認証木材」であることを表示する。 

⑵ 品質 

製材品等の材面の品質が「京一等」であることを表示する。 

２ 表示基準は、別表のとおりとする。 

３ 表示は、生産事業体が、京都市認証材の出荷時に発行する出荷証明書に記載することによっ

て行う。出荷証明書は、推進機関が定める様式又は生産事業体が推進機関に届け出た様式とす

る。 

 

（生産事業体の責務） 

第４条 生産事業体は、次の各号に掲げる事項を適切に行わなければならない。 

⑴ 京都市認証木材の信頼性確保と安定供給に努めること。 

⑵ 出荷時に、出荷証明書に第３条第１項に定める表示内容を表示すること。 

⑶ 京都市認証木材の生産に使用する原材料の調達量及び京都市認証材の出荷量を適切に記録



し、推進機関の求めに応じて速やかに提出するとともに、それに係る書類を出荷した年度の

翌４月より３年間保存すること。 

⑷ 第６条第１項及び第２項に定める監査を受け入れ、円滑な監査の実施に協力すること。 

⑸ 表示制度の適切な運用のために、推進機関が定める業務を行うこと。 

 

（生産事業体の登録） 

第５条 生産事業体になることを希望する者は、推進機関に申請し、審査に合格することによっ

て、生産事業体に登録することができる。なお、推進機関は、生産事業体から登録料を徴収し、

表示制度に係る自主事業に要する経費に充てることができる。 

２ 前項の審査の合格基準は、次の各号に掲げる全ての事項に適合することとする。 

⑴ 表示制度の趣旨を理解し、京都市認証木材の信頼性確保と安定供給に努めると認められる

こと。 

⑵ 京都市認証木材の分別管理体制が整っており、そのための管理責任者を定めていること。 

⑶ 原木丸太の加工設備を自ら保有するともに、表示に必要な測定器具を有しており、品質管

理体制が整っていると認められること。 

⑷ 京都市認証木材の生産に使用する原材料の調達及び京都市認証木材の出荷に係る記録を確

認できる書類を作成するともに、それらを定める期間保管し、推進機関の求めに応じて速や

かに提出できる体制が整っていると認められること。 

⑸ その他表示制度の運用のために推進機関が別に定める基準を満たすこと。 

 

（生産事業体への監査及び指導） 

第６条 京都市及び推進機関は、生産事業体が第４条及び第５条第２項に定める全ての事項に適

合しているかを確認するために、生産事業体に対し、監査を行うことができる。 

２ 生産事業体は、監査を行う者が求める書類を速やかに提出するとともに、求めに応じて説明

を行うなど、監査が円滑に実施できるよう協力しなければならない。 

３ 京都市及び推進機関は、監査により表示制度が適切に運用されていないと認められるときは、

生産事業体に対し、指導を行うことができる。 

 

（生産事業体の登録取消） 

第７条 推進機関は、生産事業体が次の各号に掲げる事項のいずれかに該当した場合、登録を取

り消すことができる。 

⑴ 第４条に定める責務を果たしていないと認められるとき。 

⑵ 第５条第２項に定める審査の合格基準を満たしていないと認められるとき。 

⑶ 生産事業体の登録申請の内容に虚偽があると認められるとき。 

⑷ 京都市認証木材及び表示制度の信頼性を著しく損なったと認められるとき。 

２ 登録を取り消した場合は、名称及びその理由を公表することができる。 

 

（推進機関） 

第８条 推進機関は、次の各号に掲げる事項を満たし、京都市が適当と認めた者とする。 



⑴ 第３項に定める推進機関が行う事務が公正かつ適確に実施できること 

⑵ その他表示制度の運用のために、京都市の農林政策を担当する局長が別に定めること 

２ 推進機関は、京都市と協定を締結し、推進機関は次項に定める表示制度の運用に関する事務

を行うものとする。なお、推進機関は、表示制度の具体的な運用方法を京都市の承認を得た上

で定め、公表しなければならない。 

３ 推進機関が行う事務は次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 生産事業体の登録（第５条の運用に関する事項） 

⑵ 生産事業体への監査及び指導（第６条の運用に関する事項） 

⑶ 生産事業体の登録取消（第７条の運用に関する事項） 

⑷ 京都市認証木材の生産に使用する原材料の調達量及び京都市認証木材の出荷量の調査 

⑸ その他表示制度の適切な運用に必要な取組 

４ 京都市は、推進機関に対し、表示制度の運用状況に関する検査、指導を行うことができる。 

 

（京都市認証木材を取り扱う者の責務） 

第９条 京都市認証木材を取り扱う者は、表示制度の信頼性を損なわないよう、適正な利用に努

めなければならない。 

 

（その他） 

第１０条 表示制度の実施について必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、京都市の農林政

策を担当する局長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年１０月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

  



別表（第３条関係） 

 

区分 表示基準 

⑴ 産地等 次のいずれかを満たす場合に、「京都市認証木材」であることを表示すること

ができる。 

・ 原木丸太を加工した製材品である場合、原木丸太の調達時に供給者から受

け取る書類に、伐採地が京都市内であり、かつ、伐採届又は森林経営計画の写

し等により合法性が確認されていることの記載があること。 

・ 北山丸太及びその製材品である場合、地域団体商標登録「北山丸太」の使用

に関する規程第３条に基づき、商標使用の承諾を受けていることが確認でき

る書類があること。 

⑵ 品質  次の全ての事項が満たされている場合に、材面の品質が「京一等」であること

を表示することができる。 

・ 節の長径が 30mm以下で、生き節以外の節にあっては抜け節とならないよ

うに処理が施されていること。 

・ 丸身、腐朽、虫穴及び髄心、曲り、そり又はねじれ、欠け、きず、穴、入り

皮及びやにつぼ、変色、あて、かび、その他欠点については、製材の日本農林

規格の「並」の規格に適合していること。 

 


